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南海トラフ地震臨時情報発表時の対応について 

 

 

南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、気象庁より「南海トラフ地震臨時情報



 

（巨大地震警戒、巨大地震注意）」が発表された場合、工事及び業務に従事する作業

員等の安全確保について迅速な対応が求められる。 

このため、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づき

指定されている「南海トラフ地震防災対策推進地域内」での工事及び現地作業を伴う

業務については、地震発生の危険にかんがみ、南海トラフ地震臨時情報の発表時の対

応を、下記のとおり定めたので通知する。 

 

記 

 

１．対象となる工事及び業務の範囲 

対象となる工事及び業務は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する

特別措置法に基づき指定されている「南海トラフ地震防災対策推進地域」での工事

及び現地作業を伴う業務（以下、工事等という。）の全てを対象とする。 

南海トラフ地震防災対策推進地域とは、南海トラフ地震が発生した際に著しい地

震・津波災害が生じるおそれが見込まれる地域であり、内閣総理大臣が指定する地

域である。 

南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域とは、南海トラフ地震に伴い津波が発

生した場合に特に著しい津波災害が生ずるおそれがあるため、津波避難対策を特別

に強化すべき地域であり、内閣総理大臣が指定する地域である。 

住民事前避難対象地域とは、後発地震が発生してからの避難では、津波の到達ま

でに避難が間に合わないおそれがあるため、全ての地域住民等が後発地震の発生に

備えて1週間避難を継続すべき地域として、市町村があらかじめ定めた地域であり、

工事等の履行に際して津波避難に特に留意すべき地域である。 

なお、災害発生時における啓開作業、緊急復旧作業等の緊急性の高い工事等につ

いては本通知とは別に、現場条件を踏まえ適切な安全対策を行うものとする。 

 

２．対象となる工事等における対応 

（１）施工計画書等への記載 

   受注者に対し、 対象工事等の施工条件、施工内容を踏まえ、以下の内容につ

いて、施工計画書又は業務計画書（以下「施工計画書等」という。）への記載

を求めるものとする。 

１）「南海トラフ地震臨時情報」の発表時における、後発地震による揺れの影響

が大きい作業（斜面での作業や高所作業など）又は津波による影響を受ける

作業の抽出 

２）抽出した後発地震による揺れの影響が大きい作業又は津波による影響を受け

る作業に対する「南海トラフ地震臨時情報」の種類（巨大地震警戒、巨大地

震注意）の発表に応じた、作業の一時中止、必要な措置を講じた上での工事

継続、津波避難を含む作業員等の安全確保の方法などの措置の内容 

３）「南海トラフ地震臨時情報」の発表後に工事等を継続する場合における、本

工事等に必要な安全対策の措置の内容や、土木工事安全施工技術指針、港湾



 

工事安全施工指針及び建築工事安全施工技術指針等に基づく作業員等の安全

確保の方策 

４）南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域における工事にあっては、津波避

難に関する内容 

 

（２）「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」の発表時の対応 

１）工事等の施工場所に、住民事前避難対象地域が含まれる場合 

工事等の施工場所に、市町村が定める住民事前避難対象地域が含まれる場

合は、受注者に対し、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」が気象

庁から発表された場合に、工事請負契約書第20条等の規定に基づく発注者か

らの一時中止の通知があったものとして、工事を中断し直ちに退避するもの

とし、警戒する措置が解除されるまでの間（1週間）は当該箇所での工事を一

時中止することを求める。 

２）工事等の施工場所に、住民事前避難対象地域を除く南海トラフ地震防災対策

推進地域が含まれる場合 

住民事前避難対象地域を除く南海トラフ地震防災対策推進地域における工

事等にあっては、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」が気象庁か

ら発表された場合に、受注者に対し、あらかじめ定めた施工計画書等の措置

内容に基づき、後発地震による揺れの影響が大きい作業又は津波による影響

を受ける作業について、工事請負契約書第20条等の規定に基づく発注者から

の一時中止の通知があったものとして、警戒する措置が解除されるまでの間

（1週間）は一時中止することを求める。その他の作業については、受注者に

対し、改めて後発地震又は津波に備え作業の一時中止か継続の判断及びその

結果の連絡を求めるものとし、その後の対応について受注者に指示するもの

とする。 

３）受注者が「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」を受けて措置を行っ

た場合においては、措置の内容について把握するものとする。 

 

（３）「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」の発表時の対応 

１）工事等の施工場所に、南海トラフ地震防災対策推進地域が含まれる場合 

住民事前避難対象地域を含む南海トラフ地震防災対策推進地域における工

事等にあっては、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」が発表され

た場合に、受注者に対し、改めて後発地震又は津波に備え作業の一時中止か

継続の判断及びその結果の連絡を求めるものとし、その後の対応について受

注者に指示するものとする。 

２）受注者が「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」を受けて措置を 

行った場合においては、措置の内容について把握するものとする。 

 

（４）受注者による工事中止の請求 

「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒、巨大地震注意）」の発表があった



 

場合は、後発地震又は津波の発生に備えるため必要に応じて、受注者は施工計画

書等の記載にかかわらず、工事等の一時中止について監督職員等と協議できるも

のとする。 

 

３．特記仕様書等への記載 

当該通知の内容について、対象となる工事等において確実に履行される様、必

要事項を特記仕様書等に記載するものとする。（別添の特記仕様書記載例を参

照） 

 

４．適用時期 

令和７年４月１日以降の工事及び業務から適用する。 

既契約の工事等については、当該通知の内容について受注者に指示すること。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

南海トラフ地震防災対策推進地域における工事特記仕様書記載例 

※南海トラフ特措法に基づき指定されている、南海トラフ地震防災対策推進地域での工事を対象に、 

施工場所に住民事前避難対象地域を含む場合と含まない場合で、特記の記載内容をかき分け。 

※それ以外の地域は記載しない。 

 
 
南海トラフ地震臨時情報【巨大地震警戒、巨大地震注意】発表時の対応 
 

場所に住民事前避難対象地域を含む場合【施工場所①、施工場所③】 
 
(1) 本工事の施工場所は、南海トラフ地震防災対策推進地域のうち、住民事前避難対象地域が含ま

れる工事である。 

 

(2) 受注者は、本工事の施工条件、施工内容を踏まえ、南海トラフ地震臨時情報【巨大地震警戒、巨

大地震注意】の発表時における、後発地震による揺れの影響が大きい作業又は津波による影響

を受ける作業に対する措置の内容及び津波避難を含む作業員等の安全確保の方法について施

工計画書に記載するものとする。なお、南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域における工

事にあっては、津波避難に関して施工計画書に記載するものとする。 

 

(3) 受注者は、南海トラフ地震臨時情報【巨大地震警戒】が気象庁から発表された場合には、工事請

負契約書第 20 条等の規定に基づく発注者からの一時中止の通知があったものとして、住民事前

避難対象地域での工事を中断し、直ちに退避するものとし、警戒する措置が解除されるまでの間

（１週間）は当該箇所での工事を一時中止するものとする。また、住民事前避難対象地域以外の

施工場所についても、本工事の施工条件、施工内容を踏まえ、あらかじめ定めた施工計画書の

措置内容に基づき、後発地震による揺れの影響が大きい作業又は津波による影響を受ける作業

について、警戒する措置が解除されるまでの間（１週間）は一時中止するものとする。その他の作

業について、受注者は、改めて後発地震又は津波に備え作業の一時中止か継続を判断するも

のとし、その結果を、監督職員に連絡し、その後の対応について監督職員の指示を受けるものと

する。工事等を継続する場合に受注者は、本工事等に必要な安全対策の措置を速やかに講じ、

＜各種安全施工指針（※）＞に基づき適切に作業員等の安全確保に努めなければならない。 

 

(4) 受注者は、南海トラフ地震臨時情報【巨大地震注意】が気象庁から発表された場合には、受注者

は、本工事の施工条件、施工内容を踏まえ、改めて後発地震による揺れの影響が大きい作業又

は津波による影響を受ける作業の一時中止か継続を判断するものとし、その結果を、監督職員

に連絡し、その後の対応について監督職員の指示を受けるものとする。工事等を継続する場合

に受注者は、本工事等に必要な安全対策の措置を速やかに講じ、＜各種安全施工指針（※）＞

に基づき適切に作業員等の安全確保に努めなければならない。 

 

(5) 受注者は、南海トラフ地震臨時情報を受けて措置を行った場合においては、実施した内容につい

て監督職員に報告するものとする。 

 

(6) なお、南海トラフ地震臨時情報の発表があった場合は、後発地震又は津波の発生に備えるため

必要に応じて、受注者は施工計画書の記載にかかわらず、工事の一時中止について監督職員と



 

協議できるものとする。 

 

（※）土木工事安全施工技術指針、港湾工事安全施工指針、建築工事安全施工技術指針等、工種

に応じて記載する。 

 

施工場所に住民事前避難対象地域を含まない場合【施工場所②】 
 
(1) 本工事の施工場所は、南海トラフ地震防災対策推進地域が含まれる工事である。 

 

(2) 受注者は、本工事の施工条件、施工内容を踏まえ、南海トラフ地震臨時情報【巨大地震警戒、巨

大地震注意】の発表時における、後発地震による揺れの影響が大きい作業又は津波による影響

を受ける作業に対する措置の内容及び津波避難を含む作業員等の安全確保の方法について施

工計画書に記載するものとする。なお、南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域における工

事にあっては、津波避難に関して施工計画書に記載するものとする。 

 

(3) 受注者は、南海トラフ地震臨時情報【巨大地震警戒】が気象庁から発表された場合には、本工事

の施工条件、施工内容を踏まえ、あらかじめ定めた施工計画書の措置内容に基づき、後発地震

による揺れの影響が大きい作業又は津波による影響を受ける作業について、 工事請負契約書

第 20 条等の規定に基づく発注者からの一時中止の通知があったものとして、警戒する措置が解

除されるまでの間（１週間）は一時中止するものとする。その他の作業について、受注者は、改め

て後発地震又は津波に備え作業の一時中止か継続を判断するものとし、その結果を、監督職員

に連絡し、その後の対応について監督職員の指示を受けるものとする。工事等を継続する場合

に受注者は、本工事等に必要な安全対策の措置を速やかに講じ、＜各種安全施工指針（※）＞

に基づき適切に作業員等の安全確保に努めなければならない。 

 

(4) 受注者は、南海トラフ地震臨時情報【巨大地震注意】が気象庁から発表された場合には、本工事

の施工条件、施工内容を踏まえ、改めて後発地震による揺れの影響が大きい作業又は津波によ

る影響を受ける作業の一時中止か継続を判断するものとし、その結果を、監督職員に連絡し、そ

の後の対応について監督職員の指示を受けるものとする。工事等を継続する場合に受注者は、

本工事等に必要な安全対策の措置を速やかに講じ、＜各種安全施工指針（※）＞に基づき適切

に作業員等の安全確保に努めなければならない。 

 

(5) 受注者は、南海トラフ地震臨時情報を受けて措置を行った場合においては、実施した内容につい

て監督職員に報告するものとする。 

 

(6) なお、南海トラフ地震臨時情報の発表があった場合は、後発地震及び津波の発生に備えるため

必要に応じて、受注者は施工計画書の記載にかかわらず、工事の一時中止について監督職員と

協議できるものとする。 

 

（※）土木工事安全施工技術指針、港湾工事安全施工指針、建築工事安全施工技術指針等、工種

に応じて記載する。 

 

 

 



住民事前避難対象地域

南海トラフ地震臨時情報への対応について

【適用】通常工事を対象（啓開作業、緊急復旧は別途調整）

巨大
地震
警戒

巨大
地震
注意

南海トラフ地震防災対策推進地域
左記以外
の地域

受注者は、

工事中断し、直ちに退避

⇒１週間は一時中止※

☆本工事等に必要な安全対策の措置を速やかに講じ、土木工事安全施工技術指針、港湾工事安全施工指針及び建築
工事安全施工技術指針等に基づき、適切に作業員等の安全確保が可能な体制構築に努める。

＜土木工事共通仕様書＞ 1-1-1-15 工事の一時中止
発注者は、契約書第20 条の規定に基づき以下の各号に該当する場合においては、あらかじめ受注者に対して通知した上で、必要とする期間、工事の全部または

一部の施工について一時中止をさせることができる。

施工場所③施工場所① 施工場所②

従事する作業員

等の安全確保等

を周知

※注意喚起の

事務連絡を発出

【臨時情報が
発表された場合】

※工事請負契約書第20条等の規定に基づく発注者からの一時中止の通知があったものとして一時中止

南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域

受注者は、
本工事の施工条件、施工内容を踏まえ、
後発地震による揺れの影響が大きい作業
又は津波による影響を受ける作業を1週
間は一時中止※

その他の作業について、改めて後発地震
又は津波に備え作業の一時中止か継続を
判断し監督職員に連絡、監督職員は、その
後の対応を指示
工事を継続する場合は☆を実施

南海トラフ地震臨時情報の発表時における、後発地震による揺れの影響が
大きい作業又は津波による影響を受ける作業に対する措置の内容及び津
波避難を含む作業員等の安全確保の方法について施工計画書に記載

受注者は、
本工事の施工条件、施工内容を踏まえ、後発地震又は津波に備え作業の一時
中止か継続を判断し監督職員に連絡、監督職員は、その後の対応を指示
工事を継続する場合は☆を実施


